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論文内容要旨 
 近年、国の内外を問わず「創造都市」という概念が広まり、様々な自治体において創造性に着
目した都市政策の展開がみられている。この「創造都市」という概念は、重厚長大な産業の衰退、
グローバル化によって激しい都市間競争にさらされた欧米諸都市において、文化芸術に備わる創
造性を中心概念に位置づけ、産業振興や都市の活性化を目指す動きから導きだされた概念であり、
より普遍的な創造性に着目することで、アーティストやクリエーターだけでなく、行政や市民も
含め多様な人材・団体の参画によって創造的環境が形作られるとしている。 
 創造都市論が台頭してきたのと時と背景を同じくして、産業構造の変革によって脱工業化社会
における第三次産業が躍進するなかで、知的財産によって新しい財やサービスを創出する産業群
として「創造産業」が注目を集めている。 
 このように、昨今、都市が直面する複雑な課題を解決する糸口として「創造都市」という概念
は注目を集めているとともに、創造的な産業の振興によって、新しい産業構造が形成されてきて
いる。このような動向は、わが国においても伝播し、多くの自治体において、創造性に着目した
都市政策の展開がみられている。そして、今後人口減少化社会を向かえるわが国においても持続
可能な今日的な都市発展を目指すに必要となる知見を有する概念であるとも言える。 
 そこで、本研究は、わが国の創造性に着目した都市政策について実証研究を通じてその体系を
明らかにするものである。 
 本論文の構成は以下の通りである。 
 まず、序章において、前出の創造都市論が台頭する背景を整理するとともに、既往研究の整理
を通じて、様々な自治体における取組みについて、個別に状況把握がなされている一方で、わが
国の創造都市政策の全体像について未だ明らかになっていないことを指摘した。よって本研究の
目的として、創造性に着目した都市政策の特性や意義について論証するとともに、その体系を明
らかにすることを位置づけている。 
 創造都市政策は、文化政策と産業政策の融合と捉える知見がある一方で、都市空間の活用とい
う視点、また地域活性やまちづくり的視点も内包される総合的な都市政策として捉える知見が存
在する。また、普遍的な創造性とそこから生まれる柔軟な思考の重要性に関する知見から、創造
都市政策を１）文化芸術の振興のみならず、産業振興やまちづくりなどといった異なる政策領域
にまたがる総合的な都市政策２）柔軟かつ特徴的な推進体制によって推進される都市政策３）官
民の枠組みを超えた多様な主体が連携する都市政策という枠組みで捉えることとしている。 
 そして、そのような仮説を実証すべく、第１章では、C.ランドリーや R.フロリダ、佐々木雅幸
らの主張を整理する形で、創造都市論の系譜を整理している。ここでは、その源流と位置づけら
れるといわれる、J.ジェイコブズや E.グレイサーについても触れ、近代都市計画への批判から都
市の経済発展モデルである輸入置換性、またはそこに生まれるインプロビゼーションや高密化し
た都市において生まれる創造性や場について考察を整理している。また、創造産業が台頭してき
た背景を、A.ギデンズの論説から整理し、英国の DCMS における定義と分類、またわが国におけ
る創造産業の位置づけについてまとめている。 
 以上のような創造都市論の系譜を経て、都市政策として国内外における広がりとネットワーク
の関係を述べ、政策が伝播していく構造を明らかにしている。 
 その上で、先の創造都市政策の枠組みについて振返り、創造都市政策を「文化芸術振興分野」
「産業振興分野」「まちづくり・都市デザイン分野」という３つの政策領域を設定し、以降の実証
研究展開に向けて仮説を設定している。 
 第 2 章では、わが国における創造都市政策の全体像を把握すべく、文化庁における一連の取組
みについて整理しているとともに、全国 872 自治体にアンケート調査を実施し、その結果をまと
める形で政策領域の横断性に着目した分析を行っている。 
 文化庁は、2009 年度から 2012 年度にかけて創造都市政策セミナーを開催している。ここでは
行政職員を始めとして研究者や実践者として NPO や市民団体を対象として創造都市論や創造性
に着目した都市政策の事例紹介等を通じて知見を深めるとともに様々な団体が交流することが目
指されていた。また、併せて創造都市ネットワーク会議を開催し、創造都市といった概念や創造
都市政策への関心を高める活動を展開してきた。さらに、2007 年度から文化庁長官表彰に創造都
市部門を設け、創造都市の実現に向けて政策展開している自治体の表彰を行っている。2013 年度
までに 29 自治体に対して表彰しており、前出のセミナーやネットワーク会議とともに、創造都市
という概念の広まりに寄与する活動をしてきた。 
 それを受けて、2013 年 1 月に創造都市ネットワーク日本が設立されている。当設ネットワーク
立当初は参加自治体が 19 自治体であったのに対して、2014 年 9 月現在で 38 自治体が参加し倍
の加盟数を得ている。また、当該ネットワークは自治体以外、NPO 等の非営利団体も加盟するこ
とができ、設立当初5団体であった加盟数が同じく翌年に15団体と大幅に参加団体が増えている。
このような関心の高さの背景には先の文化庁による取組みがあるといえる。 
 一方で、それらの自治体もしくはまだネットワークに加盟していない自治体においても創造性
に着目した都市政策が推進されている可能性があることから、全国 872 自治体を対象にアンケー
ト調査を行った。そこでは、57 の自治体において、創造性に着目した都市政策を推進していると
の結果を得ている。また、今後検討もしくは実施の予定があると回答した自治体は、33 自治体、
類似の事業を実施していると回答のあった自治体が 26 自治体あり、それらに重複する自治体は 2
自治体あった。これらより、わが国において、創造都市という概念の広まりが見られるとともに、
今後、100 を超える自治体において政策展開なされる可能性があるといえる。 
 創造都市政策を推進する自治体の政策推進背景としては、歴史的背景と社会的背景に分ける事
ができ、それぞれの都市が有する資産や直面する複雑な課題解決に向けて創造性が着目されてい
る様子が確認できた。また、それら政策の目的を分類すると、文化芸術や産業の振興だけでなく、
中心市街地・コミュニティ等の活性化やシティアイデンティティの醸成、新しい魅力創出といっ
たより複合的な政策展開を必要とする目的が掲げられていることが確認されている。 
 そして、創造都市政策を推進する自治体の特徴をマトリクスを用いて明らかにしている。そこ
では、異なる政策領域に共通するテーマを有する関連型、また、共通のテーマを有さない事業展
開をしている独立型、その両義である関連・独立型に分類している。その上で、複数の事業を有
する自治体が多く存在していることから、総合的な都市政策として位置づけられるとともに、文
化芸術を中心としてその他の政策分野との連携がみられる傾向にあることが分かった。 
 以上の分類のほか、各政策分野別の事業を事業目的ごとに樹形図状にまとめた。これによると、
文化芸術振興分野の事業において、ハード整備事業や空き家活用による地域振興、また、まちの
魅力を顕在化することで観光振興などの他の政策領域と関連する取組みが展開されていることが
わかった。また産業振興分野やまちづくり・都市デザイン分野においても同様に他領域への波及
する目的を有する事業群が認められた。 
 これらより、創造都市政策の政策領域の横断性が認められている。 
 第３章では、第２章でわが国の創造都市政策に関する全体像を明らかにしたとともに、その特
徴としての政策領域の横断性についても認められたことを受け、より詳細に政策展開を把握すべ
く、領域横断的で特徴的な推進体制を有し、創造都市を標榜している自治体を抽出し聞き取り調
査を行っている。 
 ここで取り上げる自治体は、デザイン都市を推進し、ユネスコ創造都市ネットワークに加盟し
ている神戸市、コンテンツ産業の振興からメディアアーツ部門でユネスコ創造都市ネットワーク
に加盟している札幌市、アーツトワダという官庁街通りの再生を通じて中心市街地の活性化を文
化芸術の創造性に着目して実施している十和田市、中山間地域と中心市街地の活性化、また、都
市資産である工場群や生活文化を文化芸術によって顕在化させる取組みをしている八戸市、そし
て、民間主導で創造都市という概念に基づき工芸クラフトの振興を通じて都市発展を目指す金沢
市の 5 つである。 
 これらの 5 つの自治体において、政策展開に至る背景・経緯を把握するとともに、事業内容の
詳細、及び成果や課題について聞き取り調査を行い、また政策推進に関わる体制や担い手と関係
性について把握し、それらの団体にも聞き取り調査を行うことで創造都市政策推進の実態像を明
らかにしている。そして、それらの自治体では柔軟な組織体制を形成し、官民が協働しながら政
策が展開されている実態像が確認されている。 
 さらにこれらの自治体における創造都市政策の展開を時系列で整理し比較分析することで、創
造都市政策の時系列的構造について知見を得ている。 
 第４章では、横浜市を取り上げ、2004 年度から実施されている創造都市政策の政策評価を行っ
ている。横浜市は、関内地区における歴史的建造物について、アート NPO と協働する新しい保
全・活用方法を実験事業から導きだし、創造都市政策へと発展させている。 
 横浜市の創造都市政策は「文化芸術と観光振興による都心部活性化検討委員会」によってまと
められた「「文化芸術創造都市−クリエイティブシティ・ヨコハマ」の形成に向けた提言」に基づ
き４つの目標と 3 つのプロジェクトを中心に事業展開がなされている。 
 これら４つの目標には政策実施当初の現状値と、そこからの目標達成値が設定されている。本
研究では、まず、これらの目標数値がいかに達成できているか、もしくは、できていないかにつ
いて検証を行っている。結果、数値目標に達していない状況にあることが分かっている。また、
横浜市の創造都市政策を評価すべく創造産業と創造的な人材の動向に着目し、創造産業に関して
は統計データを中心に横浜市における立地動向を明らかにするとともに、関内外地区にける集積
の様子を確認することで、産業誘致施策としての創造都市政策を評価している。一方の創造的な
人材に関しては、アンケート調査を行うことで、量的な評価ではなく、アーティスト・クリエー
ターの活動実態から質的な部分に焦点を当てることで政策評価を行っている。また、アンケート
調査を補完すべく、聞き取り調査も行っている。 
 そこでは、創造産業は横浜市内で特に関内外地区に集積していることが確認されている。また、
特化係数からコンピュータ・ソフトウェア分野が全国に比して多く集積がみられているものの、
横浜市の創造都市政策においては、立地集積に関する事業を有していないことから、その効果は
限定的なものとなっていることがわかった。一方で、建築設計業やデザイン業、広告業といった
事業所は増加傾向にあるものの小規模化が進んでおり、築年数が経つ小規模なオフィスビルが多
く立地する関内外地区の特性と相まって集積がみられていることがわかった。 
 また、創造的な人材においても、低廉な家賃やアクセスの条件の良さといった不動産的な条件
が良い物件をアトリエやスタジオとして借りる傾向にあることからも横浜都心部の空間的な特性
は創造性を育む環境として適切な状況にあるといえる。 
 このほか、創造的な人材同士にみられる人的ネットワークの広がりとそこから生まれる協働性
について、その構造を明らかにした上で集積効果を確認している。その中で、創造界隈形成拠点
が大きな役割を果たしていることがわかった。また、横浜市が推進する創造界隈の形成事業では、
創造界隈形成拠点が実施する事業に参画するアーティスト・クリエーターが多く存在している一
方で、そこに参画していないものの都心部にスタジオを構える創造的な人材は、行政が主導する
イベント等に参画することで他の創造的な人材との接点を有していることがわかった。これらよ
り、多様な拠点と事業が相互補完的な関係にあり、創造的な人材はこれらの間を「移動」し、そ
の「移動」によって協働性を発生させる人的なネットワークの接触点が増えていく、といった構
図が明らかとなっている。 
 一方で、現在掲げられている横浜市の創造都市の基本方針では、そういった効果を生んでいる
背景にある都市空間戦略について積極的に言及されていない。また、官民連携の推進体制として
位置づけられてきた創造都市横浜推進協議会も閉会し、行政主導型の政策展開となっている。 
 創造界隈を中心とした空間的な広がりにおいて創造的な人材の集積がみられる中で、人的ネッ
トワークや移動性が担保されることで協働性が発芽している現在の横浜市の創造都市政策は、そ
の質として評価できる一方で今後、より創造的な環境形成に向けて課題が残されていることがわ
かった。 
 以上の知見より、終章では創造都市政策の体系について、第 2 章でみられた政策領域の横断性
や第 3 章でみられた時間軸上の創造都市政策の構造、そして第 4 章でみられた集積の利としての
協働性とそれが生まれる移動性を担保する空間構造をもとに、それら時間・空間を生成する都市
政策であると結論づけている。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
